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工事におけるＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いについて

工事の品質確保と事業実施の一層の効率化を図る観点から、ＩＳＯ９００１認証を取

得している請負者の品質マネジメントシステム（下記において単に「品質マネジメント

システム」という ）を活用した工事における監督業務等の取扱いについて下記のとお。

り定めたので、遺憾のないよう措置されたい。

なお 「公共工事等へのＩＳＯ９０００シリーズの適用について （平成１３年６月１、 」

日付け工事管理課長事務連絡）は、廃止する。

記

１ 対象工事

一般競争入札方式に付する工事 政府調達に関する協定 平この取扱いの対象工事は、 （ （

成７年条約第２３号）の適用を受けるものに限り、また、監督業務を重点的に実施するも

とする。のを除く ）。

一般競争入札方式（政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号）なお、当分の間、

の適用を受けるものを除く 、公募型指名競争入札方式及び工事希望型競争入札方式に付。）

のうちから、この取扱いを適用すする工事（監督業務を重点的に実施するものを除く ）。

ることにより事業実施の一層の効率化が見込まれるものを基本として本局及び各開発

建設部ごとにこれらの入札方式による発注予定工事件数の合計の１割以上抽出したも

のを対象として、この取扱いを試行するものとする。

２ ＩＳＯ９００１認証等

ＩＳＯ９００１認証( )1



この通知において「ＩＳＯ９００１認証」とは、ＪＩＳ Ｑ ９００１：２００

０（ＩＳＯ９００１：２０００）又はこれらと一致する規格に基づく認証で、財団

法人日本適合性認定協会（ＪＡＢ）又は国際認定機関フォーラム（ＩＡＦ）におけ

る国際相互承認協定（ＭＬＡ）を締結している認定機関が認定した審査登録機関が

行うものをいう。

認証取得者( )2
この通知において 「認証取得者」とは、次のア又はイのいずれかに該当する者、

をいう。

ア ＩＳＯ９００１認証を取得している請負者

イ その工事の実際の施工を担当する内部組織がＩＳＯ９００１認証を取得してい

る請負者（当該内部組織が複数ある場合にあっては、当該複数の内部組織が認証

範囲に含まれ、又はそれぞれ認証を取得しているものに限る ）。

３ 入札説明書等における記載

この取扱いに関し、一般競争入札にあっては入札説明書の「その他」に、公募型( )1
指名競争入札にあっては技術資料作成要領に、工事希望型競争入札にあっては送付

資料に、次に掲げる事項を記載するものとする。

ア 本工事は、ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いの対象工事

であること。

イ 請負者は、アの取扱いの適用を希望するときは、開発監理部長又は開発建設部

長に対し、工事請負契約締結日から１４日以内に４( )イからキまでに掲げる書類1
を添えてその承認の申請をすることができること。

ウ 開発監理部長又は開発建設部長は、イの申請があった場合において、アの取扱

いの適用が適当と認めたときは、申請日から１４日以内に承認し、その旨を申請

者に通知すること。

エ 開発監理部長又は開発建設部長は、イの申請があった場合において、アの取扱

、 、 、いの適用が適当でないと認めたときは 申請日から１４日以内に 理由を付して

その旨を申請者に通知すること。

( )の記載は、別表１の記載例によるものとする。( )2 1

４ 申請、承認等

申請( )1
この取扱いを受けようとする認証取得者は、開発監理部長又は開発建設部長に対

し、工事請負契約の締結の日から１４日以内に、次に掲げる書類を提出して申請す

るものとする。ただし、エ及びオに掲げる書類については、イに掲げる書類によっ

てその内容を確認することができる場合は、提出を要しない。

ア 申請書（別記様式１）

イ ＩＳＯ９００１認証の取得に係る登録証の写し

ウ ＩＳＯ９００１の審査に係る次の書類

ｱ 直近の審査報告書（初回審査、定期審査又は更新審査のいずれかを対象とし( )



て審査登録機関が発行したものに限る ）の写し。

ｲ (ｱ)の審査に係る合否判定結果の写し( )

エ 申請に係る工事（カにおいて「申請工事」という ）を担当する内部組織がＩ。

ＳＯ９００１認証を取得している場合にあっては、その旨を示す書類

オ ＩＳＯ９００１認証の範囲が、工事の内容に一致していることを示す書類

カ 申請者が申請日の前年度及び前々年度（申請日の属する月が４月から７月まで

の場合にあっては前々年度及びその前年度。( )イにおいて同じ ）に北海道開発2 。

局の所掌する工事（キ並びに( )イにおいて同じ ）を完成し、その成績評定を受2 。

けている場合においては、工事成績評定通知書（ 北海道開発局請負工事成績評「

定点通知実施要領 （平成８年６月７日付け北開局工第４２号）に規定する工事」

成績評定通知書をいう。キにおいて同じ ）の写し。

キ カの成績評定を受けていない場合において、ＩＳＯ９００１認証の取得以降に

北海道開発局の所掌する工事の成績評定を受けているときは、当該成績評定に係

る直近の工事成績評定通知書の写し

承認の通知( )2
開発監理部長又は開発建設部長は、( )の申請があった場合において、次に掲げる1

事項を確認の上、この取扱いを行うことが適当と認めたときは、申請日から１４日

以内に承認し、別記様式２によりその旨を申請者に通知するものとする。

ア ( )により提出すべきすべての書類が提出されており、かつ、その内容が適正で1
あること。

イ 申請日の前年度及び前々年度に北海道開発局の所掌する工事を完成し、成績評

定を受けている場合においては、その評定点合計（ 北海道開発局請負工事成績「

評定要領の運用について （平成１３年７月１日付け北開局工管第７３号）の別」

紙１の工事成績採点表に規定する評定点合計をいう。ウにおいて同じ ）の平均。

点が７０点以上であり、かつ、次の(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに該当すること。

（ 「 」 。）( )ｱ 評定点合計が６５点未満である工事 (ｲ)において ６５点未満工事 という

がないこと。

ｲ ６５点未満工事はあっても、工事成績が全般的に良好であること。( )

ウ イの成績評定を受けていない場合においては、ＩＳＯ９００１認証の取得以降

における直近の成績評定の評定点合計が７０点以上であること。

不承認の通知( )3
開発監理部長又は開発建設部長は、( )の申請があった場合において、この取扱い1

、 、 、を行うことが適当でないと認めたときは 申請日から１４日以内に 理由を付して

その旨を申請者に通知するものとする。

認証の取消しの申出( )4
( )の承認を受けた請負者は、ＩＳＯ９００１認証が取り消され、又はその維持が2

困難と見込まれるときは、速やかに監督職員に申し出なければならない。

５ 品質計画書の提出等

品質計画書の作成及び提出( )1



４( )の承認の通知を受けた請負者は、工事に係る品質計画書を作成し、工事の着2
手前に監督職員に提出するものとする。この場合において、工事の施工を請負者の

複数の組織が担当し、かつ、当該複数の組織ごとにＩＳＯ９００１認証を取得して

いるときは、当該複数の組織ごとに品質計画書を作成し、監督職員に提出するもの

とする。

品質計画書及び施工計画書の取扱い( )2
品質計画書及び道路・河川工事仕様書総則１－１－６第１項、港湾・漁港工事仕

様書総則１－１－６第１項、空港工事仕様書総則１－１－６第１項、農業土木工事

仕様書総則１－１－６第１項、電気通信工事仕様書総則１－１－６第１項に定める

施工計画書は、統合して作成することができる。また、両者をそれぞれ作成する場

合において、その記載事項に重複が生じるときは、その一方の記載において他方の

記載を参照すべき旨を記載して作成してもよいものとする。

６ 共同企業体の場合の取扱い

請負者が共同企業体である場合における認証取得者( )1
請負者が共同企業体である場合における認証取得者とは、すべての構成員が認証

取得者である共同企業体をいう。

請負者が共同企業体である場合における申請、承認等( )2
共同企業体が行う４( )の申請、４( )の申出及び５( )の品質計画書の提出は、そ1 4 1

の代表者が行うものとする。

請負者が共同企業体である場合における評定点合計に係る確認事項の取扱い( )3
４( )イ及びウに掲げる事項は、すべての構成員について確認するものとする。2
請負者が共同企業体である場合における品質計画書の作成及び提出( )4
５( )の品質計画書の作成は、４( )の承認の通知を受けた請負者が共同企業体で1 2

あるときは、次のアからウまでに掲げる場合についてそれぞれアからウまでに掲げ

る品質マネジメントシステムをもって当該共同企業体の品質マネジメントシステム

とみなして、行うものとする。

ア 甲型特定建設工事共同企業体 代表者の品質マネジメントシステム

イ 乙型特定建設工事共同企業体及び乙型経常建設共同企業体 すべての構成員の

品質マネジメントシステム

ウ 甲型経常建設共同企業体 出資比率が最大の構成員の品質マネジメントシステ

ム

共同企業体の品質計画書への特記事項( )5
共同企業体にあっては、各構成員の施工上の役割分担その他必要な事項を品質計

画書に記載するものとする。

７ 品質マネジメントシステムを活用した監督業務

請負者作成の検査記録の確認による代替等( )1
（ ）ア 北海道開発局請負工事監督技術基準 平成元年６月７日付け北開局工第１８号

第３条の別表の２( )に規定する「指定材料の確認」にあっては指定された材料の2



品質・規格等の試験、立会い又は確認を、営繕工事監督技術基準（案 （昭和６）

１年６月２０日付け建設省営監発第２４号）第３条の表２( )に規定する「工事材2
料の検査等」にあっては指定された材料の試験、立会い又は検査を、それぞれ請

負者が作成した検査記録を確認することをもって代えるものとする。

イ 北海道開発局請負工事監督技術基準第３条の別表の２( )及び営繕工事監督技術3
基準（案）第３条の表２( )に規定する「工事施工の立会」については、できる限3
り請負者が作成した検査記録を確認することをもって代えるものとする。

ウ 別表２の中欄に掲げる監督項目に関する北海道開発局工事監督技術基準第３条

別表の２( )に規定する「工事施工状況の確認（段階確認 」及び営繕工事監督技4 ）

（ ） 「 」（ 「 」術基準 案 第３条の表２( )に規定する 工事施工の検査等 以下 段階確認4
という ）については、原則として、それぞれ別表２の右欄に掲げるところによ。

るものとする。この場合において確認は所定の段階確認願い（北海道開発局工事

監督技術基準第３条別表の２( )段階確認関係様式第１１号）に基づき行う（営繕4
工事を除く 。。）

監督業務を重点的に実施する場合の取扱い( )2
( )にかかわらず、監督業務を重点的に実施する工事の対象工種については通常の1

段階確認を実施するものとする。

この取扱いを希望しない場合の取扱い( )3
請負者は、( )の場合において、一部の工事の種別についてこの取扱いを希望しな1

いときは、監督職員の承諾を得て、通常の立会い及び通常の段階確認を選択できる

ものとする。

工事施工状況の把握の実施( )4
工事の適切な施工の確保を図り、また、請負者による検査記録の適切な作成を促

すため、北海道開発局工事監督技術基準第３条別表の２( )に規定する「工事施工状5
況の把握」については、引き続き適宜行うものとする。また、営繕工事においても

工事施工状況を適宜把握するものとする。

８ 請負者の品質マネジメントシステムの運用状況の把握

監督職員は、次に掲げるところに従い、請負者の工事現場における品質マネジメン

トシステムの運用状況を把握するための調査を行うものとする。

請負者の品質マネジメントシステムの把握（工事着手前並びに品質計画書及び施( )1
工計画書の内容の変更時）

品質計画書又は施工計画書に記載された品質計画を把握すること。

請負者の品質マネジメントシステムの運用状況の把握（工事施工中）( )2
請負者の品質記録から次のア及びイに掲げる事項を抽出して確認することにより

品質マネジメントシステムの運用状況を適宜把握すること。この場合において、ア

及びイにおいて不適合に関する記録があれば、不適合の管理記録及び是正処置記録

の内容を把握するものとすること。

ア 請負者の品質記録の把握

請負者の品質記録に基づき、次に掲げる事項が品質計画どおり確実に実施され



ていること及び不適合があった場合に、必要な指示がなされ、適切な是正処置が

実施されていることを把握すること。

ｱ 請負者による検査（段階確認に関する検査、出来形及び品質の管理のための( )

検査並びに写真管理の状況の検査をいう ）。

ｲ トレーサビリティの記録の作成( )

ｳ 検査及び試験装置の管理記録の作成( )

イ 内部監査の実施の把握

内部監査（６月に１度程度（工期が６月以内の場合にあっては、工期内におい

て１度以上）実施されるものに限る ）が適正に実施されているかどうかを把握。

すること。

９ 立会い、確認及び把握の程度

７( )及び( )並びに８に基づき行う立会い、確認及び把握の程度の合計は、この取1 4
扱いを受けなかったとすれば要していた立会い、確認及び把握の程度の合計以下とな

るよう適切な時期に実施するものとする。

検査時の提出書類の様式10
７( )アからウまでにより監督業務の代替等を行ったときに、請負者が検査時に検査1

職員に提出する品質管理及び出来形管理に関する書類については、記載漏れがない場

合に限り、監督職員の承諾を得て、所定の様式によらず請負者の検査記録の様式によ

り提出してもよいものとする。

本通知に定める取扱いの中止11
開発監理部長又は開発建設部長は、次に掲げる場合においては、この取扱いを中( )1

止し、通常の監督業務を実施するものとする。

ア ４( )の規定による申出があったとき。4
イ 別表２の右欄に定める請負者の検査記録の確認及び８の品質マネジメントシス

テムの運用状況の把握を行った結果、不適合が多いと認められたとき。

開発監理部長又は開発建設部長は、( )によりこの取扱いを中止することとしたと( )2 1
きは、速やかに、請負者にその旨を別記様式３により通知するものとする。

適用12
この取扱いは、平成１６年１１月１日以降に公告する一般競争入札、同日以降に技

術資料収集に係る掲示を行う公募型指名競争入札及び同日以降に送付資料を発送する

工事希望型指名競争入札から適用するものとする。

（発議 工事管理課技術調整係）



別表１（３関係）

○ 本工事は、ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いの対象工事で

ある。ただし、低入札価格調査の対象となった場合を除く。

落札者は、ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いの適用を希望

するときは、開発監理部長（○○開発建設部長）に対し、工事請負契約締結日から

１４日以内に次の( )から( )までに掲げる書類を添えてその承認の申請をすること1 6
ができる。ただし、( )及び( )に掲げる書類については、( )に掲げる書類によっ3 4 1
てその内容を確認することができる場合は、提出を要しない。

ＩＳＯ９００１認証の取得に係る登録証の写し( )1
ＩＳＯ９００１の審査に係る次の書類( )2

ア 直近の審査報告書（初回審査、定期審査又は更新審査のいずれかを対象とし

て審査登録機関が発行したものに限る ）の写し。

イ アの審査に係る合否判定結果の写し

本工事を担当する内部組織がＩＳＯ９００１認証を取得している場合にあって( )3
は、その旨を示す書類

ＩＳＯ９００１認証の範囲が、工事の内容に一致していることを示す書類( )4
申請日の前年度及び前々年度〔前々年度及びその前年度〕に北海道開発局の所( )5

掌する工事を完成し、成績評定を受けている場合においては、その工事成績評定

通知書の写し

[注 〔 〕内（前々年度及びその前年度）は、申請日の属する月が４月から７］

月までの場合に読み替える。

( )の成績評定を受けていない場合において、ＩＳＯ９００１認証の取得以降( )6 5
に北海道開発局の所掌する工事の成績評定を受けているときは、当該成績評定に

係る直近の工事成績評定通知書の写し

（ ） 、 、○ 開発監理部長 ○○開発建設部長 は この取扱いの適用が適当と認めたときは

申請日から１４日以内に承認し、その旨を申請者に通知する。

○ 開発監理部長（○○開発建設部長）は、この取扱いの適用が適当でないと認めた

ときは、申請日から１４日以内に、理由を付して、その旨を申請者に通知する。



別表２（７関係）

監督項目 段階確認

( ) 掘削長さ、支持地盤等設計変更 通常の段階確認を実施すること。1
に関する項目

( ) 事前に試験矢板又は試験杭の施 通常の段階確認を実施すること。ただし、試験2
工を行う項目 矢板又は試験杭の施工以降の矢板及び杭の施工

については、適当な時期に請負者の検査記録の

一部を抽出して確認すること。

( ) 段階確認において「１回／１工 適当な時期に請負者の検査記録を確認するこ3
事 「１回／１構造物」等の と。」、

頻度で実施されている項目

( ) 鉄筋組立てに関する項目 半分の頻度で通常の段階確認を実施すること。4

( ) その他の項目 適当な時期に請負者の検査記録の一部を抽出し5
て確認すること。



別記様式１（４関係）

ＩＳＯ９００１認証取得活用監督業務等申請書

平成 年 月 日

支出負担行為担当官

開発監理部長（○○開発建設部長） 殿

住所

商号又は名称

代表者氏名

○○○○建設工事について、ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱

いを受けたく、下記のとおり申請します。

記

１ 落札日 平成 年 月 日

２ 添付書類

ＩＳＯ９００１認証の取得に係る登録証の写し( )1
ＩＳＯ９００１の審査に係る直近の審査報告書の写し及び合否判定結果の写( )2

し

（ 工事を担当する内部組織がＩＳＯ９００１認証を取得していることを示す書( )3
類）

( ＩＳＯ９００１認証の範囲が、工事の内容に一致していることを示す書類)( )4
平成 年度及び平成 年度に完成した工事成績評定通知書の写し( )5

〔 〕( )5 ＩＳＯ９００１認証の取得以降における直近の工事成績評定通知書の写し

別記様式２（４関係）

ＩＳＯ９００１認証取得活用監督業務等承認通知書

番号

平成 年 月 日

住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官

開発監理部長（○○開発建設部長）

平成 年 月 日付けで申請のあった○○○○建設工事に関するＩＳＯ９０

０１認証取得を活用した監督業務等の取扱いについては、承認します。



別記様式３（１１関係）

ＩＳＯ９００１認証取得活用監督業務等中止通知書

番号

平成 年 月 日

住所

商号又は名称

代表者氏名

支出負担行為担当官

開発監理部長（○○開発建設部長）

先に、平成 年 月付け 第 号をもって○○○○建設工事に関する

ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いを承認しましたが、この度、

その取扱いを中止することとしたので、通知します。


